
要介護認定等の申請期間中の

サービス利用と費用負担の関係について

○○○○凡例凡例凡例凡例 ※チェックリスト該当者であれば、総合事業で請求可

①：申請日から認定の前日まで事業対象者として取扱う場合

②：申請日に遡って要介護として取扱う場合

利用
サービス

費用請求区分 支援⇒介護 介護⇒支援
介護⇒
非該当

総合事業
のみ

総合事業分
介護給付移行日
まで総合事業

総合事業
(訪問A・通所A1)

全額自
己負担
※

総合事業
＋

介護(予防)
給付

総合事業分
①介護給付移行日
まで総合事業

②全額自己負担②全額自己負担②全額自己負担②全額自己負担

総合事業
(訪問A・通所A1)

全額自
己負担
※

介護(予防)
給付分

①全額自己負担①全額自己負担①全額自己負担①全額自己負担
②介護給付

予防給付
全額自
己負担

介護(予防)
給付のみ

介護(予防)
給付分

申請日に遡って
介護給付

申請日に遡って
予防給付

全額自
己負担

要介護認定等の申請期間中の

サービス利用と費用負担の関係について（２）
○ケアマネジメントも給付等の費用負担と同様の取扱いとします（介護：居
宅介護支援、予防：居宅介護予防支援、事業：ケアマネジメント）
【【【【注意事項注意事項注意事項注意事項】】】】

○○○○新規申請新規申請新規申請新規申請

総合事業と予防給付を使われている方について、認定結果が要介護の
場合は自己負担が出る可能性があります。
その際は、①または②のいずれかを選択していただきます。

○更新申請○更新申請○更新申請○更新申請

更新日までに認定結果が出ていない場合は自己負担が出る可能性があ
ります。その際は、①または②のいずれかを選択していただきます。

更新のお知らせが届きましたらできるだけ早く更新の手続きをしていただ
くようお願いします。
○変更申請○変更申請○変更申請○変更申請

総合事業と予防給付を使われている方について、認定結果が要介護の
場合は自己負担が出る可能性があります。
その際は、①または②のいずれかを選択していただきます。
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利用者負担・利用限度額
【利用者負担】

利用者負担割合について、訪問Ａ・通所Ａ１サービスは介護給付と同様
（原則１割、一定以上所得者は２割）とします。

訪問Ｂ・訪問Ｃ・通所Ａ２・通所Ｂサービスは、１割の定額とします。

また、訪問Ａ・通所Ａ１サービスについては、高額介護（予防）・高額医療
合算介護サービス費の対象とします。

なお、保険料を滞納している方に対するサービス利用の際の給付制限の
実施は未定です。

【利用限度額】

指定事業者サービスを利用する場合のみ給付管理を行います。

要支援認定を受けた方が総合事業を利用する場合には、現在適用され
ている予防給付の利用限度額の範囲内で、給付と総合事業とを一体的に
給付管理します。

○要支援１・事業対象者： ５，００３単位

○要支援２ ： １０，４７３単位

保険証記載イメージ
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総合事業移行スケジュール（予定）
H28.11

事業所
連絡会

事
業

開
始

H28.12 H29.1 H29.4

住民・利用者向け広報
（広報誌・ホームページ・CATV等）現行サービス

利用者向け
制度周知

予算案作成 予算審議

指定・受託事業所
受付・登録

H29.2 H29.3

要綱等
基準制定

利用者申請書類等整備

事業所説明
（説明会ま
たは文書）

【【【【町ＨＰ町ＨＰ町ＨＰ町ＨＰ】】】】

トップページ－「健康・福祉」－「高齢者福祉」－「介護保険（事
業者のみなさんへ）」に様式等の資料を掲載します。

総合事業については来年１月に掲載する予定です。

事業所の皆さんへのお知らせ
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ケアマネジメント（１）

【概要】

地域包括支援センターが要支援者等に対するアセスメントを
行い、その状態や置かれている環境等に応じて、目標を設定し、
その達成に向けて介護予防の取組みを生活の中に取り入れ、
自ら実施・評価できるよう支援するものです。

また、高齢者自身が、地域で何らかの役割を果たせる活動を
継続することにより、日常生活上の何らかの困りごとに対して、
心身機能の改善だけではなく、地域の中で生きがいや役割を
持って生活できるような居場所に通い続けるなど、「心身機能」、
「活動」、「参加」の視点を踏まえた内容となるよう要支援者等の
選択を支援していくことも重要です。

資料２

ケアマネジメント（２）

実施主体：地域包括支援センター

従来の介護予防支援と同様に、業務の一部を指定居宅介護
支援事業所へ委託させていただきます。

委託するのは、介護予防ケアマネジメントＡ（原則的なケアマ
ネジメント）を行うケースで、以下のいずれかに該当する場合で
す。

○要支援者で総合事業のみを利用する方

○新規の事業対象者（介護保険申請をしたことがない方）

○要支援の認定有効期間終了後に更新申請せずにチェックリ
ストで事業対象者となった方
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ケアマネジメント（３）
町では、２類型を実施します。

○ケアマネジメントＡ（原則的な介護予防ケアマネジメント）

訪問Ａ・通所Ａ１・訪問Ｃサービスを利用する場合に実施します。

利用者の自立に向けた意識を持続・向上できるよう、３ヶ月に１回のモ
ニタリングを実施、６ヶ月に１回評価し、新しいプラン作成担当者会議を
開催していきます。

○ケアマネジメントＣ（初回のみの介護予防ケアマネジメント）

訪問Ｂ・通所Ａ２・通所Ｂサービスのみを利用する場合に実施します。

※予防給付を利用される方は、上記に関わらず原則的な介護予防支援
を適用します。

○委託金額（介護予防支援と同額）

月額委託料 4,275円/月

初回加算委託料 2,730円

介護予防ケアマネジメントの確立

• ケアマネジメントの基本理念、プロセスは通常のケアマネジメ
ントと基本的に変わりはない。

• 「改善可能性」をきちんと評価し、これを本人にきちんと説明す
ることを通じて、「本人の意欲」を高め、自立支援につなげられ
るようマネジメントする。

アセスメントアセスメントアセスメントアセスメント
• できる可能性できる可能性できる可能性できる可能性のあることをきちんと見つけ出す
ことが出来るようアセスメントを充実させる

本人とチームによる本人とチームによる本人とチームによる本人とチームによる

プラン策定プラン策定プラン策定プラン策定

• 自立に向けての目標を建て、自立支援に自立支援に自立支援に自立支援に
資するサービス資するサービス資するサービス資するサービスを本人とチーム本人とチーム本人とチーム本人とチームで決める

評価 • 一定期間一定期間一定期間一定期間にきちんと評価し、サー
ビスの方向性を見極める
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事業所指定について

• 町では、平成29年４月１日に一斉に総合事業サービスに移行す
るため、総合事業を実施する事業所は、新たに指定等の申請が
必要となります。指定の有効期間は６年間です。

• 申請書類、指定要件等については、平成29年１月頃お知らせす
る予定です。

【ポイント】

①訪問Ａ・通所Ａ１ ⇒ 指定申請

②訪問Ｂ・通所Ｂ ⇒ 実施届

③訪問Ｃ・通所Ａ２ ⇒ 実施届・委託契約

【事業開始にあたり指定事業所が必要な手続き】

・指定申請または実施届（事業所⇒町）

・加算の届出（事業所⇒町）

・利用者との契約 ほか

事業所指定について（２）

○指定基準、人員、設備及び運営に関する基準

基準一覧（案）参照（基準の決定は、平成29年１月を予定）

○介護予防（通所介護・訪問介護）サービス事業所の指定について

平成27年３月31日で有効な指定を持つ介護予防（通所介護・訪問
介護）サービス事業所は、平成27年４月１日に、介護保険法により、
全国の市町村から指定を受けたとみなされています。

平成30年４月１日以降は、利用者がいる市町村から指定を受ける
必要があります。なお、箕輪町については現行相当サービスを実
施しないため総合事業の指定のみで対応可能ですが、他市町村の
利用者が現行相当サービスを利用する場合は、保険者に指定申
請の必要があります。

指定有効期間：平成27年４月１日～平成30年３月31日
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